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 国勢調査人口は 2005 年の 92,854 人から 2010 年の 90,187 人へ 2.9％減少している。愛媛県内
11 市のうち 2005～2010 年に国勢調査人口が増加したのは県庁所在都市の松山市（0.4％増）の
みである。人口が減少した 10 市のうちでは、四国中央市の減少率は東温市（0.1％減）、西条市
（1.1％減）、新居浜市（1.8％減）に次いで小幅である。 
 面積は 420.50 ㎢である。 
 
（３）産業構造 







 四国中央市の製造業の規模をみると、2007 年には事業所数は 401（うち従業者 300 人以上は
－ 47 － 
５）、従業者数は 13,519 人、製造品出荷額等は 6,385 億 6,514 万円、粗付加価値額は 2,495 億 7,560
万円であった。2010 年には、事業所数は 367（うち従業者 300 人以上は５）、従業者数は 12,398
人、製造品出荷額等は 6,068 億 9,577 万円、粗付加価値額は 2,334 億 3,505 万円であった。2007




 2010 年の四国の工業都市を比較すると、四国中央市の製造品出荷額等（6,069 億円）は今治









（178）では 48.1％と約 1/2 であるが、従業者数(8,271 人)では 66.7％で約 2/3 を占め、製造品





 全国の製紙業の集積地としての市町村の製造品出荷額等（2010 年）でみたベスト 10 は表１
の通りである。富士市が事業所数では 245、従業者数では 245 人で第１位である。四国中央市
は事業所数では 178、従業者数では 178 人で第２位である。 






－ 48 － 
































順位 都市 事業所数 従業者数 製造品出荷 粗付加価値
（人） 額等（万円） 額（万円）
1 四国中央市 178 8,271 48,662,111 18,382,002
2 富士市 245 8,966 44,876,348 15,522,405
3 新潟市東区 6 1,089 14,602,912 6,097,913
4 苫小牧市 8 1,480 14,352,477 5,813,809
5 春日井市 76 2,470 13,383,823 4,094,497
6 石巻市 11 1,206 10,918,409 4,963,427
7 八戸市 6 1,159 9,819,991 3,548,332
8 富士宮市 49 2,121 9,181,127 2,562,643
9 釧路市 9 698 8,582,248 4,212,699




－ 49 － 
































順位 工場 会社名 生産高 対全国シェ
（ｔ） ア（％）
1 三島 大王製紙 1,612,104 8.56
2 苫小牧市 王子製紙 1,271,024 6.75
3 石巻 日本製紙 1,049,946 5.58
4 新潟 北越製紙 996,982 5.30
5 八戸 三菱製紙 807,430 4.29
6 春日井 王子製紙 715,490 3.80
7 岩国 日本製紙 667,529 3.55
8 岩沼 日本製紙 629,198 3.34
9 富士 日本製紙 619,778 3.29
10 高岡 中越パルプ 591,144 3.14
11 冨岡 王子製紙 545,172 2.90
12 大江 丸住製紙 533,673 2.83
13 八代 日本製紙 510,289 2.71
14 米子 王子製紙 477,500 2.54
15 釧路 日本製紙 406,682 2.16
16 白老 日本製紙 393,104 2.09
17 勇払 日本製紙 317,745 1.69
18 川内 中越パルプ 296,137 1.57
19 呉 王子製紙 293,891 1.56
20 可児 大王製紙 290,572 1.54
21 釧路 王子製紙 286,493 1.52
22 紀州 紀州製紙 275,046 1.46
23 日南 王子製紙 264,357 1.40
24 旭川 日本製紙 239,367 1.27
25 川之江 丸住製紙 225,958 1.20
26 江別 王子特殊製紙 211,605 1.12
27 大竹 日本大昭和板紙 209,080 1.11
28 富士 王子製紙 194,848 1.04
29 川之江 大王製紙 159,662 0.85
30 秋田 日本大昭和板紙 147,768 0.78






































































－ 52 － 
①企業立地促進奨励金として１～５年間の固定資産税相当額 
②新規事業促進奨励金として１～２年間の固定資産税相当額 


























































































「特集 四国中央市の紹介」（愛媛銀行『ひめぎん情報』2012 年新春号、第 269 号、７～９
頁）、「国勢調査報告」を使ってまとめたものである。 
